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インターネットはもともと技術者や研究者が使っていたネットワークである

が、商用インターネットサービスが始まり、ユーザー層が急速に拡大したことで、

ビジネス利用に大きな関心が集まっている。

1. 製品・サービスの高付加価値化

これはインターネットで情報発信することにより、その企業のプレゼンスや製

品・サービスの付加価値を高めることを目的としている。最も一般的な利用例は、

WWWサーバーを使った会社や製品の紹介である。WWWサーバーは世界中から

アクセス可能であるから、新聞、雑誌等に広告を掲載するよりもタイムリーに、

かつワールドワイドに情報を伝達することができる。また、製品の使い方や代表

的な質問・回答集などの情報提供を行うことにより、顧客サポートを充実させら

れる。採用や資材調達にインターネットを利用する企業も増えてきた（表１）。

2. 経営の効率化の推進

これはインターネットを利用することにより、顧客（取引先）とのコミュニケ

ーションの効率化や社内での情報共有を促進し、ホワイトカラーの生産性を高め

ることを目的とした使い方である。技術革新のスピードが早まり製品開発サイク

ルが短縮している今日、企業内で共有すべき情報は増大の一途をたどっているが、

これをペーパーベースの情報伝達に頼っていたのでは、タイムリーな情報伝達が

できない。またファイリングスペースなど、情報の保管場所の問題も出てくる。

インターネット技術を社内情報システムに適用すれば、これらの問題を解決でき、

しかも共通のインターフェイス（WWWブラウザー）で社内外の情報にアクセス

できるようになる。このような観点から、最近、企業内インターネットを構築し

て業務の効率化を図ろうとする企業が増えてきている（表2）。こうしたネットワ

ークをインターネットに対し「イントラネット（Intranet）」と呼んでいる。

3. 新しいビジネス分野の開拓

世界中に広がっているインターネットのリソースは、企業の規模に関係なく平

等に利用でき、しかもインターネット上で情報発信するためのコストは、従来の

他の方法に比べて安価である。したがって、従来の枠組みにとらわれず、斬新な

アイデアさえあれば、グローバルなスケールで新しいビジネスが始められる。す

でに、もともと電子化してネットワークで提供可能な商品やコンテンツを持つソ

フトウェアや情報出版等の業種を中心に、インターネット上での新しいビジネス

の模索が始まっている。

今後、活性化が期待される主なビジネスとしては「電子出版（新聞、雑誌など

のオンライン提供）」「ソフトウェアのダウンロード販売」「マルチメディアデー
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タベースサービス」「遠隔教育」「オンラインショッピング（ショッピングモール

の提供）」などがある。 実際にインターネットを新製品（ソフトウェアの日本語

化）の開発・販売に活用して、開発に要する期間と工数を従来の3分の2に短縮し

たほか、販路を海外にまで拡大できた企業もある（図1）。

（坂田信夫）

表1 製品・サービスの高付加価値化のための適用 表2 経営の効率化推進のための適用例
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図1　ソフトウェア製品の開発・販売・サポートへの適用事例

・開発元とのライセンス契約交渉を電子メールで行った。
・ソースコードの入手はインターネットのファイル転送で行っ
た。
・日本語化の作業は子会社に委託して行ったが、その作業指示、
成果物の評価などを社内インターネットを使って行った。
・完成した日本語版の製品を最初からネットワークを使って販売
し、ユーザーサポートも電子メールを使って行った。
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